
３ｊｊ定例会経済建設委員会説明資料

手数料条例改ｊＥについて

＜手数料条例改ｉＥ１１由ン

Ｘ隻築物のエネルギーｍ費性能の［ｆｉ］上に関する法律」（建築物省エネ法） の改ｉＥに伴い所Ｘの改ｉＥを行う

＜建築物省エネ法とはン

社会経済情勢の変化に伴い建築鶚におけるエネルギーの消費・が著しく増加していることをから， せ築物の省エネｔ生能の『ｆｉ』上を遶るため， 大規模非住宅せ築物の省エネ基準適合義務等の
規制措置と， 省エネＪぷ準に適合している回の表示制度‾ｋび誘導基準に適合した・築物の容積率特例等の誘導措置を一体的に講じるもの　　’

＜法改ｉＥ（Ｓ築物省エネ法） の背景・あ要性ン

・我が国のエネルギー需要構造のま迫の解消や， 地球な暖化対策に係る 「パリ協定」 の目 標達成のため，住宅・ せ築物の省エネ対策の強化がａＳ

・住宅・せ築４あ市４をが）ｔく環境を踏まえ， 規模・篦フ会ごとの特性にＪ芯じた実効性の高い総合白４Ｊな篶策をほじるなど，ＭＩ築Ｓのエネルギー自費ｔ生・の一鴇の氈上を回ることが必ｘｆｉｉｆタ

【建築物省エネ法】

対象せ築物 ‾ｔ築物省エネ法の制度 改正概要 手数料条例改了Ｅ概戛
オフィスビル等 省エネｔ準への適合義務制度

（せ築確認において省エネ
ｔ準への適合が要件）

邏き義務の対象を拡大

（改ミ前）２，０００ｎｌな上
↓（規制まイヒ）

（改ミ後）３００ ｎｆ以上 ／
既に２， ０００ｎｌ未満の手数料が制定されていることから改ｊＥなし

オフィスビル
・マンション

等

省エネ性能向上計画認定制度

（省エネ鼈備※の設置スペー
スに関し容積率の特例を受
けることができる制度）

連携する複数の建築物において，そのうちの １棟に省エネ設備が
設置され，そこからその他の棟に発生した電気， 熱を融Ｓする場合

（改ｉＥ前）省エネ鼈備が鼈置されている棟のみが認定対象
↓（規鼈緩加）

（改工Ｅ後）省エネ設備悟数置されている棟な夕｜ヽの棟も認定対象
第
１

条
関

係

複数棟の認定手数料を迫力口

＜新｜日筒照表ン
Ｐ１８第８３項中 （４）を追加 Ｐ２１第８４項中 （４）（５） を追加

Ｐ１５～２１ 第８３， ８４項中
複数棟の 申請と判別するため「第２９条第３項各刄に掲げる事項のＥ載が
ある・ない」の記述を追加

住をのｊｓｊ日部分（ｊ；用廊下等）を含まない簡素化した評価方法を追訛

（改了Ｅ前） 住Ｆ部分の評価十懴用部分の評価＝建築物の評価
↓（規制緩和）

（改工Ｅ後）住Ｆ部分の琴価＝ｔ築物の評価

ｊ；用部分を含まないで評価する方法における手数料算定の条件を追加
（ｊ；用部分の手数料分減額）
く新＼日対鄂、表ン
Ｐ１６第８３項（ １） ィ中 「省令第４条第３項第２号の規定を適用する場合に
あっては，族篦部分の床ぼ積を除く。」 を追加（第８３， ８４項に夕瑞箇所あり）

毟エネ消費性能認定制度

（省エネ基準に適合している

廁を表示することができる

制度）

簡易な省エネ性能の評価方法（フロア入力法）を迫力｜］

（改‾ミ前） 「住‾戸ごと」の情報を人力して評価
↓（規笥緩和）

（改ｍ後）「階ごと」の情報を入力して評価

第
２

条

関

係

新たな評価方法の基準の記述を追加

＜新｜日対照表＞
Ｐ２７第８５項（２） ィ（ィ） 中「省令第１条第１項第２号ィ （２）（ ｉｉ ）」１び口（２）に
定める基準」を追加

や朧住宅等 嵬を士から嵬策圭に対する
省エネ性ｔの説明義務制度

（新規） 小兎焦住宅・せ策物（３００ｎｆ未満） の新築等にイ京る数計の際
に省エネｔ生能についてせ策士から朧策主に説明することを義務つけ
る制度を制定

第

３

条
関
係

法律の条項新設により，り ｜用する条４の移動（条ずれ）

く新｜日対照表ン
Ｐ２９～ ３２ 第８ ３～８５項

※

・マ ンション

等

低炭素法の制度

低炭素建築物新築等計画の
售定鵯度

（税制の優ふ 容積率の緩和
等）

（改‾を前） 住‾Ｆ部分の評価 十ＪｔＪｊｌ］部分の評価＝建築物の評価
↓（規鼈緩加）

（改ｉＥ後） 住‾戸部分の兼備＝亶築物の評価

７（弗丿目部タの手数ｌｓＦｉＭＳ）
湊く 新｜日対照表ンＳ９ １Ｐ １３ 第７８ＪＥａ （１ ）イ 中「ただし， 共八丿部タｙにＢる数値をＪＩいない力まによるｔａ
奈合にあっては， （ア）に規ｔする額」 をｉａ加 （第７８ ，７９ＪＥａ・に弗３箇所あり）



ひた ちなか地区西部地［犬

地［犬計画の規制緩和願いに関する

陳情書

●
●



件ち ：ひ たち なか地ＩＸ肖ｉ部地区 地ぼ計画の規制緩和願いに 関す る陳情書

趣回 ：歙下のが史 と現状を踏ま え、 葹該地ＩＸ計画の 見直 し、 具体的に は新規事業

投資の為の規制緩和を求め ます。

歴史：

１　２００６ 年８ ＹＸ

Ａ：　 『ひたち なか地ＩＸ留保地利鴇計画』策定

Ｂ：　 『留保地利鴇計画マネージメン トプラン』策定

誘致目Ｘ票施設（鴨と して③街足）

・国際展示場　 ・業務ビル　 ・商業ぢ敬　・銀行

・ホテル　 ・ＩＴ（ソフ ト鶚１１）関遶氛業の集積

制ＩＲを かけ る施設（回上）

・住宅　 ・共回住宅　 ・神社． 寺院、教会そ の他 これ らに類す る施ミ

・風俗営業まに售、甄する鳬八　・畜舎　 ・ガソリ ンスタン ド、 その他これ

に類する 販売 を目 的と して 危険物の貯蔵又は処ミに供する 設備 を有 する

もの

１　２０ １０ 年４ ｙ＝］．」ニ ま！ のＦち】容を踏ま えた方針

Ｃ：　 ｒひ たち 九か地｜万默部地 ［ｊぐ地 １ヌＴ計執レ決定



■２０２０年 ２Ｊ＝」 現在

ち初のＡ、Ｂ を策定してから約 １４ 年経過、 Ｃの澎、定よ り約 １０ 年経竟

・・　・しかし ながら

この羈部地区 地［Ｋ計両肘象地の総面積 １　５　８ｈａの うち ９　１ｈａ　（約 ５　７９６） は未

利Ｊｌｊ地のまま 燕初の目標施設誘致も嵬んでいない。制定ヅ、時 より 経済状況の大

きな変化を受げ規制の緩和や更なる 投資を促ずな ど計画の抜本的な 怙｜貪し

が必要なのではないで しよ うか。

参考：

ひた ちな か市第二次都市計画マ スタ ープラン 「都市計画に関す る基本「」り な力針」

の１：ヒ較表 『や』｜新基準」 の（２）　 イ） より：

＊「 ひた ちな か地 ＩＸ の国有地、県有地につ いて は、 国、 県と の連携の もと 「ひた

ちなかＪ徂Ｘ留イｍＭｍＮ↑・画」 に基づき 、執業・ 業務系や産業鼻機蹙等の誘導に努

め、 土地利加を促進します』

＊「きｉ部地［Ｋ について は、 地区計画夥１度のａＨ］に より 、ひたち なか地［メ： にふ さわ

しい 良好な環境の形成 を回 りま す］

＊「ひたちなか地「Ｘ について は、 土地利ＪＴ」 の進捗等を踏まえ、適宜ｍ途地域や地

Ｉ玉計画の変更等 を行いま す』

この よう に記載があり ます。



また、他市においては地ＩＸの現状や社会経済状態の変動等を踏ま えて地ＩＸ計画

の、ｍ途制限が変更さ れた事例ｌも 多く あり 、ひたち なか市においても 時代の移り

変わ りを考慮 し地域の更な る発展の ため に都市計画に関する基本蛸九才モｉ針に兄

載が ある ［土地利 ＪＴ］の嵬捗等を 踏ま え、 適７１び｜］ 途地域や地［Ｘ計画の変更等を 行う］

時期はま さに今ではないか と考えま す。

ひた ち亙 かＪセ［ＸＩ大丿 夕｜、の 複数の事業者 とも 本案件に 関し てを見交換を ぴい 、多く

のれ回をねており ます。

（佐）１ 例えば、 札幌市ウ ェブサイ トの 「都市計獸提案事例」 では、「新ＪＩＸ黨………七．犬返　｜　犬　ＦＩ・＼・‘を１ １こ

おいて、 流通運輸系の十．地需要が後素顔か、にある こと等を踏ま え、 流通ミ輸系に限定されていた

地［先計画を 、店舗や娯楽施設等の沿道サー ビス施設の：隹地 も可能に する とい う大幅な変更が行

われたＪｙ．１１こ７１イダｌｊな ど、 地ぼの現状や社会経済状態の変動等を踏まえた地Ｎれ計画の女史事、例が多数拓

氣さ れて おり ます．（ｈｈｔｔｐ： ／／ｗｗｗ． ｃｉ ｔｙ ．ｓ ａｐＰｏｒｏ ．ｊ ｐ／ｋｅｉｋ ａｋｕ／ｉｎ Ｆｏ／１ｅｉ ａｎ／ｔｅｉ ａｎｊｉ ｒｅｌ． ｈｔｍＬ）
－－－・－－－－－－－－－－－－ －－一－－－－－－－－－－－　　　　　　 －－………－一一一



上箆の巡ち陳情書を提ｍし ます。

陳情者；

令和　２年 ２回 ２０日

茨城県ひたち なか市新光ｍＴＩ｀４１－２

コス トコ ホールセールジャ パン株式会社

ひたちなか倉庫店長　ルＬ　蕁幸

ひたちなか市議会議長　　鈴木 …………攷　殿

け
Ｉ
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令和２年３月２６日 

 

ひたちなか市議会 

議長 鈴 木 一 成 殿 

 

経済建設委員会 

委員長 樋之口 英 嗣 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）経済環境行政について 

（２）建設行政について 

（３）都市整備行政について 

（４）水道行政について 


